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Ⅰ．調査対象企業

本稿では，ルーマニア企業における年次報告書の構成と内容を概観することによって，ルーマニ

アにおける企業内容開示の現状について検討する．Mergent International Company Data DirectTMおよ

びルーマニア企業のウェブページから，以下の 6社 1）の企業内容開示に関する資料を入手した．

1  AZOMURES S.A.（化学，2000年）

2  Banca Comerciala Romana S.A.（銀行，2000年）

3  Banca Turco Romana S.A.（銀行，1999年）

4  SIF Transilvania S.A.（投資信託，2001年）

5  SIF Moldova S.A.（投資信託，2001年）

6  Societatea Nationala de Petrol–PETROM S.A.（石油，1999年）

上記の会社のうち，年次報告書として入手できたのは 3と 5であり，3は英語，5はルーマニア

語で書かれている．1と 6は，おそらく年次報告書をウェブページにおいての公開用に加工したも

のであり，内容は，主に事業報告と個別財務諸表もしくは連結財務諸表を要約したものから成る．

1）6社の社名の末尾にはすべて S.A.という表記が付されている．これは joint stock companyと英訳され，日本に

おける株式会社に相当するものと思われる．また，ルーマニアには，他に社名の末尾に S.R.L.という表記が付

される企業もある．これは limited liability companyと英訳され，日本における有限会社に相当するものと思わ

れる．（Pricewaterhouse Coopers, Business Guide to Romania 2001/2002 Edition, 2001, pp.20–21.）
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ともに注記はなく，1は監査報告書があるが，6はない．2は要約的な連結財務諸表のみであり，4

は四半期報告書である．

そこで，以下では，事例として上記 3の Banca Turco Romana S.A.（以下 BTRとする）の 1999年

の年次報告書を取り上げ，検討することとする 2）．BTRは，トルコの Bayindir Holdingの傘下にあり，

民間銀行としてはルーマニア最大である．1993年に設立され，1994年から営業を開始した．1999年

末現在，国内に 15の支店と 2つの代理店を有し，従業員数は 684名であった．ロンドンとブカレス

トの証券取引所に上場している．BTR株の時価総額は 1999年末現在，59,600,000米ドルであった．

Ⅱ．Banca Turco Romanaの年次報告書の構成と内容

大きさは A4で全 75ページであり，すべて英語で記載されている．構成は以下のとおりである．

1．財務ハイライト，財務比率，主要項目

2．会長からの挨拶

2）なお，BTR以外の調査対象企業 5社のうち 3社の企業内容開示の内容についての詳細は，以下のとおりである．

① AZOMURES S.A.（化学，2000年）

構成は，会長の挨拶，経営陣の紹介，一般情報（会社紹介），事業報告，財務諸表（連結損益計算書，連結

貸借対照表），監査報告書（社内監査役，社外監査役および公認会計士による報告書）から成る．

財務諸表は，過去 5年比較の連結損益計算書と連結貸借対照表で，注記は掲載されていない．表示様式につ

いては，連結損益計算書は総原価法，連結貸借対照表は固定性配列法である．

社内監査役による監査報告書に関して，社内監査役は 3名，監査対象は 1999年期と 2000年期の貸借対照表，

損益計算書および注記である．社外監査役による監査報告書に関しては，S.C. Evalex S.A.という会社が社外監

査役である．公認会計士による監査報告書に関しては，アーサー・アンダーセンが監査を担当している．監査

対象は，国内基準に準拠して作成された財務諸表と IASに準拠するように調整された財務諸表である．

④ SIF TransilvaniaS.A.（投資信託，2001年）

構成は，一般情報（会社紹介），株式ポートフォリオの管理状況，構造（額面，株式数の規模別），2001年第

1期から第 3期までの投資・取引状況（投資活動，売却活動），2001年第 3期までの財務諸表（損益計算書，貸

借対照表，株主持分変動計算書），2001年第 3期までの事業の目的と方向性，訴訟に関する報告，その他の情

報から成る．

表示様式については，四半期報告書の損益計算書は総原価法，貸借対照表に関しては，借方の資産項目は上

場・非上場別の株式，現預金，株式以外の有価証券，固定資産，売掛債権，棚卸資産，貸方項目は固定性配列

法である．

　　また，2001年 12月 31日現在の貸借対照表（固定性配列法）と 2001年 12月 31日に終了する年度の損益計

算書（総原価方式）が，ウェブ上で別ページに掲載されていた．

⑥ Societatea Nationala de Petrol–PETROM S.A.（石油，1999年）

構成は，財務諸表（貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書），財務比率分析，探査・採掘活

動，製造活動，精製・改良活動，輸送活動，商業活動，環境保護活動，人的資源，国際活動，事業の再構築から成る．

財務諸表は IAS準拠の個別財務諸表で，1997年 11月～ 12月，1998年 1～ 12月，1999年 1～ 6の比較貸借

対照表，損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書である．表示様式については，貸借対照表は固定性配列

法，損益計算書は総原価法，キャッシュ・フロー計算書は間接法である．監査報告書，注記ともに掲載されて

いない．
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3．取締役の紹介

4．1999年におけるルーマニア経済の動向

5．Thomson Bank Watchの格付け報告および受賞

6．顧客からの意見

7．経営活動の報告

8．財政状態および経営成績に関する分析

9．株主に関する情報

10．BTRの系列銀行

11．財務諸表

(1) ルーマニア会計規則（RAR）に準拠して作成された財務諸表

(2) 国際会計基準（IAS）に準拠して作成された財務諸表

上記の年次報告書の項目のうち，頁数の多い項目をあげれば，11．財務諸表のうちの国際会計基

準（International Accounting Standards：以下 IASとする）に準拠した財務諸表（23頁），ルーマニア

会計規則（Romanian Accounting Regulations：以下 RARとする）3）に準拠した財務諸表（16頁），7．

経営活動の報告（12頁）である．11．財務諸表については後で詳細に述べることとし，ここでは，

それ以外の項目の内容について簡単に述べることとする．

1．財務ハイライト，財務比率および主要項目

ここでの財務情報はすべて RARに準拠した財務諸表ベースの情報である．1997年から 1999年ま

での趨勢が示されている．財務ハイライトでは，資産合計，貸出金合計，預金合計，株主持分，株

主資本および純利益が 100万ルーマニア・レイ（以下レイとする）単位で示されている．財務比率

では，総資産利益率（ROA），自己資本利益率（ROE）および自己資本比率が示されている．主要項

目では，海外取引高が 100万米ドル単位で，従業員数，顧客数および支店数が示されている．

2．会長からの挨拶

　ここでは，安定しない利率，高インフレおよび増加する為替レートといった国内経済の混乱に

もかかわらず，BTRが安定性と収益性にすぐれていることがアピールされている．その根拠として，

資産合計は前年比 138.41％増，株主持分合計は 51.93％増，預金高も 266.63％増であり，その結果，

3）ルーマニア会計規則（RAR）とは，ルーマニアにおける実質的な現行の会計基準のことを指す．RARは，1991

年制定の会計法（Accounting Law）第 82号を基礎として，財務省によって 1993年に制定された．1999年に国

際会計基準（IAS）をベースとした新 RARが公表されているが，一部の大企業を除き現在はいまだ適用され

ていないようである．したがって，実質的な現行の会計基準は 1993年の RARであるといえる．詳細について

は次の文献を参照されたい．藤井則彦・可児島達夫「ルーマニアにおける会計の国際的調和」『京都産業大学

論集』社会科学系列，第 19号（2002年 3月），37–72頁．
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当期純利益が 59.86％増であったことが示されている．

3．取締役の紹介

取締役会の会長とそれ以外の 6名の取締役（すべて副社長）が写真付きで紹介されている．

4．1999 年におけるルーマニア経済の動向

1999年のルーマニア経済に関する次のような内容が示されている．

・制度改革と民営化という重要な進化．

・巨額の損失を報告した 150以上の炭鉱が閉鎖．

・世界銀行による財政的サポートを受けて，輸送業のリストラが開始．

・国営の会社の民営化が促進．2つの国営銀行は国際的な機関に譲渡．自動車製造業の Daciaが仏

ルノーに譲渡． 

・2つの民間銀行が資金繰り問題に直面して倒産．

・個人の国内通貨の貯蓄は前年に比べて 30％下落．

・景気は前年比で約 4％後退．輸出入高が前年に比べて 50％以上下落．

・フィンランドのヘルシンキにおける欧州会議（European Council）が，EU加盟交渉のためにルー

マニアを招待することを決定．

5．Thomson Bank Watchの格付け報告および受賞

次のような格付け報告や受賞が披露されている．

・1999年 11月における Thomson Bank Watch（TBW）の格付けで，ルーマニアの銀行の中で最も

高い格付けを得る．

・2つの主要なルーマニアの金融・財務系の出版社から受賞．

6．顧客からの意見

ここでは，BTRのサービスに関する顧客からの意見・感想を聴取し，顧客の中での BTRの認知

度に関する調査を行うため，1999年 11月に，ルーマニア世論調査組織に調査を依頼したという内

容が記載されている．

7．経営活動の報告

1999年における経営活動の特徴を示すために，次のような項目ごとに叙述的に記載されている．

リーテイル・バンキング，海外取引活動，財務活動，資本市場部門，融資活動，資金の源泉，資産・

負債の管理，流動性，自己資本比率と資産の構成内容，人的資源，情報技術，マーケティング部門

および金融商品部門である．
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8．財政状態および経営成績に関する分析

分析ベースは RARに準拠した財務諸表である．内容は収益性と財務状況に関する分析から構成さ

れ，さらに各々について各種細目別に前年との数値比較で分析が示されている．

(1) 収益性に関する分析

①受入利息

BTRはリスク均等化，収益源泉の多様化を目指しているので，大部分を占めていた他の銀行

との相互貸による受入利息の割合は，前年の 78％から 50.85％に減少している．一方，貸出金に

よる受入利息が 10.07％から 23.41％に増加している．また，財務省証券における受入利息が 12

％から 25.72％に増加している．

②支払利息

個人向け市場への参入戦略によって，預金に対する支払利息と他の銀行借に対する支払利息

の比重が前年と逆転し，前者が 40％から 60％に増加している．

③利息純益

利息純益は，受入利息の 37.38％の増加と支払利息の 32.17％の増加によるわずかな差によって

増加している．

④経常収益

経常収益における最大の割合が，前年の役務取引等純益（57.45％）から特定取引純益（56.6

％）へと変化している．ルーマニア市場における BTRの地位向上を示している．

⑤経常費用

給料・賃金の前年比 241.34％増は，支店数増加に伴う従業員数の前年比 111％増による．その

他の事務経費の 2,334.45％の急増は，新支店の建物・設備等，データ・センターの建物および

リーテイル・バンキング活動のために必要とされるインフラへの投資による．

⑥貸出金・前渡金に関連する費用…融資活動の拡大により前年比若干増である．

⑦税引前利益…前年比 64.39％増である．

⑧税引後利益…前年比 59.8％増で，この増加率は 54.8％のインフレ率よりも高い．

(2) 財務状況に関する分析

①資産合計

資産合計は，設立当初から増加し続け，前年比 138.41％増．最大の要因はインフレによる影

響である．資産項目のうち最大の要素は他の銀行貸で 41.92％のシェアを占めたが，前年の 65.67

％のシェアに比べると減少している．逆に，貸出金・前渡金は前年比 274.13％増である．投資

や固定資産の増加は，リーテイル・バンキング活動のために必要なインフラや支店とのネット

ワークの構築のために配分された資源による．

②現金・預け金

資産合計に占めるシェアが前年の 1.2％から 2.57％へ増加している．その要因は，活動の増大，
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支店ネットワークの拡大および当銀行を経由する資金の増加による．

③ルーマニア国立銀行（National Bank of Romania：以下 NBRとする）に対する貸出し前年比 377.6

％増である．

④他の銀行貸

前年比 52.21％増である．最大の要因は，非ルーマニア系の国内銀行との相互貸であり，利率

の変動幅が 3～ 15％と大きかったことによる．

⑤財務省証券

前年比 172％増である．レイ建の財務省証券に適用される利率の変動幅が 35～ 230％と拡大

している．3カ月満期の財務省証券が全体の 90.96％を占める．

⑥貸出金・前渡金

前年比 274.13％増である．貸出金全体の約 55％が外貨建である．利率の変動幅は 2～ 25％と

やや拡大している．外貨建貸出金が選択されるのがルーマニア市場の特徴であり，支店ネット

ワークの拡大や顧客層の増加と関連がある．その証拠に，レイ建貸出金の増加率が 206.4％であ

るのに対して，外貨建貸出金の増加率が 394％である．

⑦負債および株主持分合計

前年比 138.41％増であるが，主に負債合計の増加による．

⑧負債

前年比 166.56％増である．他の銀行借とともに，預金も負債合計に占める割合として減少し

ている．しかし，預金は前年比 237％増である．預金の合計額のうち定期預金が 63.4％を占め，

1999年 11月に新たに発行した譲渡性預金が 4.5％である．

⑨株主持分

前年比 51.91％増である．資本金は前年と同額である．前年と同様，純利益は全額，株主持分

に振り替えられている．

9．株主に関する情報

ここでは，BTRの親会社であり，筆頭株主である Bayindir Holdingと第 3位のルーマニア商業銀

行（Romanian Commercial Bank）に関する情報が記載されている．前者は，BTR株の 58.75％を所有

し，トルコ最大規模の企業グループである．事業は建設，医療，金融，電力におよび，会社数は全

40社であり，うち 33社がトルコ，7社がルーマニアに所在する．BTR はルーマニアに所在する 7社

のうちの 1社である．後者は，BTR株の 5％を所有し，1999年にルーマニア外国貿易銀行（Romanian

Bank for Foreign Trade：Bancorex）を買収し，ルーマニア最大の州有銀行となった．店舗数は，設

立後 30年で Bancorexの国際部門を合わせて 250店以上である．
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10．BTRの系列銀行

BTRの系列銀行には，トルコのイスタンブールにある Bayindir Bankとモルドとモルド国のキシ

ネフにある BTR Moldovaがある．

Ⅲ．Banca Turco Romanaの財務諸表の構成と内容

―ルーマニア会計規則（RAR）準拠の財務諸表の構成と内容―

本章と次章では，BTRの年次報告書における財務諸表の部分に焦点をあて，その構成と内容につ

いて概観する．BTRの年次報告書には，RARに準拠した財務諸表と IASに準拠した財務諸表があ

る．両方とも個別財務諸表である．構成については以下のとおりである．

〔RARに準拠した財務諸表〕 〔IASに準拠した財務諸表〕

1．監査報告書 1．一般情報

2．貸借対照表 2．自己資本比率

3．損益計算書 3．監査報告書

4．キャッシュ・フロー計算書 4．貸借対照表

5．株主持分変動計算書 5．損益計算書

6．財務諸表の注記 6．キャッシュ・フロー計算書

7．株主持分変動計算書

8．財務諸表の注記

まず，本節では，RARに準拠した財務諸表の構成と内容について検討する．

全 16頁から成る．RARに準拠した財務諸表は，後述する財務諸表の注記において記載があるよ

うに NBR規則にも準拠している．したがって，ここで開示されている財務諸表は，正確には「RAR

および NBR規則に準拠した財務諸表」といえる．

1．監査報告書

私どもは，Banca Turco Romana SAのルーマニア・レイで示された 1999年 12月 31日現在の貸借対照表と関

連する損益計算書，キャッシュ・フロー計算書および株主持分変動計算書について監査を行った．これらの財務

諸表は，当銀行の責任において作成されたものである．私どもの責任は，私どもの実施した監査にもとづいて，

これらの財務諸表に対する意見を表明することにある．

私どもは，ルーマニア勅許公認会計士協会（Romanian Association of the Chartered and Certified Accountants:

CECCAR）によって発行されたルーマニア監査基準（Romanian Standards on Auditing）に準拠して監査を実施し

た．これらの基準は，私どもに財務諸表に重要な虚偽記載がないかどうかについての合理的な保証を得るために

監査を計画し，実施することを求めている．監査には，財務諸表の金額および開示を裏付ける証拠の試査にもと

づく検証が含まれている．また，監査には，全体としての財務諸表の表示の検討とともに，当銀行が採用した会
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計原則および見積りの評価も含まれている．私どもは，私どもが実施した監査によって意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している．

私どもの意見では，当財務諸表が，すべての重要な点において，Banca Turco Romana SAの 1999年 12月 31日

現在の財政状態，当該期間の経営成績，キャッシュ・フローおよび株主持分の変動について，RARに準拠して

適正に表示している．

私どもの報告書は，当銀行の株主への情報のみを対象とし，その他の目的のためには使用されない．したがっ

て，当報告書は以前に書かれた内容を除いて第三者に公表，複写または配布してはいけない．私どもは当報告書

を入手する第三者に対する義務または責任を負わない．

私どもは，当財務諸表がルーマニア以外の国々や地域において一般に認められた会計原則や会計実務に準拠し

て財政状態や経営成績を表示するように意図していないということを指摘する．したがって，当貸借対照表や当

損益計算書はルーマニアの会計原則について知らない人々のために作成してはいない．当財務諸表を分析する

にあたってルーマニアの基準，手続および実務はルーマニア以外の国々や地域において一般に認められた基準

等とは異なることがある．

プライスウォーターハウスクーパース SRL

CECCAR登録番号 646/1999 ブカレスト　2000年 3月 3日

PricewaterhouseCoopers（署名）

2．貸借対照表

RARによれば，貸借対照表の様式は，資産項目が固定性配列法，負債項目が流動性配列法である

（ch.1, par.4.10）4）が，BTRの貸借対照表は，ほぼ流動性配列法である．

1999 年 12 月 31 日現在の貸借対照表

注記

番号

1999年 12月 31日

（100万レイ）

1999年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

1998年 12月 31日

（100万レイ）

1998年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

資産

現金・預け金 7 177,133 9,703,266 34,858 3,183,047

NBR貸 8 1,098,032 60,149,678 229,906 20,994,038

他の銀行貸 9 2,889,257 158,272,116 1,898,135 173,329,802

財務省証券 10 265,207 14,527,890 97,482 8,901,645

貸出金・前渡金

差引：貸倒引当金
6 1,558,016 85,347,367 416,435 38,027,142

その他の資産 11 125,361 6,867,163 16,449 1,502,062

投資 12 206,847 11,331,007 2,405 219,623

固定資産 13 571,200 31,290,058 194,640 17,773,754

資産合計 6,891,053 377,488,545 2,890,310 263,931,113

負債

他の銀行借 14 894,247 48,986,420 709,339 64,773,902

預金 15 4,767,131 261,141,125 1,413,911 129,931,113

4）以後，カッコ内に示した chや parは，RARにおいて規定されている該当箇所を示す．
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3．損益計算書

RARによれば，損益計算書の様式は総原価方式である（ch.1, par.4.27）が，BTRの損益計算書は

売上原価方式である．

1999 年 12 月 31 日現在の貸借対照表　（続き）

注記

番号

1999年 12月 31日

（100万レイ）

1999年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

1998年 12月 31日

（100万レイ）

1998年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

その他の借入金 16 44,448 2,434,820 – –

その他の負債 17 107,129 5,868,509 57,399 5,241,443

負債合計 5,812,955 318,430,874 2,180,649 199,946,458

株主持分

株式資本 18 345,600 18,931,800 345,600 31,558,762

当期純利益 328,444 17,997,999 205,453 18,761,101

再評価剰余金 39,993 2,190,797 – –

利益剰余金 19 364,061 19,943,084 158,608 14,483,422

株主持分合計 1,078,098 59,057,680 709,661 64,803,285

負債および

株主持分合計
6,891,053 377,488,545 2,890,310 263,931,113

2000年 3月 3日に取締役会によって承認済．
* 米ドルで表示された金額は算術的な計算によって求められたものであり，監査対象ではなく，便宜上，提供さ

れた数値にすぎない．

付属の注記は財務諸表の一部を成す．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度の損益計算書

注記

番号

期末

1999年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1999年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

期末

1998年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1998年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

受入利息 3 1,180,832 76,942,172 739,380 83,301,059

支払利息 4 (631,200) (41,128,579) (428,119) (48,233,350)

利息純益 549,632 35,813,593 311,261 35,067,709

役務取引等純益 117,598 7,662,593 58,711 6,614,525

特定取引純益 192,327 12,531,919 – –

外貨建取引から

生じた収益・費用
21,610 1,408,099 43,296 4,877,916

その他の経常収益 8,847 576,496 175 19,694

経常収益 890,014 57,992,700 413,443 46,579,844

経常費用 5 (414,342) (26,998,220) (122,979) (13,855,151)

貸出金・前渡金に

関連する費用
6 (3,856) (251,260) (3,461) (389,974)

税引前利益 471,816 30,743,220 287,003 32,334,719

法人税等 (143,372) (9,342,040) (81,550) (9,187,713)
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4．キャッシュ・フロー計算書

RARでは，キャッシュ・フロー計算書は主要財務諸表として位置づけられているが，作成・表示

に関する具体的な規定はない．BTRの年次報告書において開示されているキャッシュ・フロー計算

書は，間接法により作成され，営業活動に関する項目と，投資活動および財務活動に関する項目が

別立てで表示されている点に特徴がある．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度の損益計算書　（続き）

注記

番号

期末

1999年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1999年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

期末

1998年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1998年 12月 31日

（米ドル）*

表示形式上未監査

税引後利益 328,444 21,401,180 205,453 23,147,006

為替差損 – (3,409,183) – (4,385,905)

当期未処分利益 328,444 17,991,997 205,453 18,761,101

2000年 3月 3日に取締役会によって承認済．
* 米ドルで表示された金額は算術的な計算によって求められたものであり，監査対象ではなく，便宜上，提供さ

れた数値にすぎない．

付属の注記は財務諸表の一部を成す．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度のキャッシュ・フロー計算書

期末

1999年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1998年 12月 31日

（100万レイ）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 471,816 287,003

修正項目：引当金繰入額 3,856 3,461

減価償却費 24,191 8,001

営業資産・負債における変動前の営業利益 499,863 298,465

営業資産による現金減少

他の銀行からの未収金 (991,122) (1,219,001)

NBRからの未収金 (868,126) (157,332)

貸出金・前渡金 (1,145,437) (306,991)

財務省証券 (167,725) 31,347

その他の資産 (100,451) (5,771)

(3,272,861) (1,657,748)

営業負債による現金増加

他の銀行借 184,908 359,028

預金 3,353,220 841,346

その他の借入金 44,448 –

その他の負債 63,610 9,683

3,646,186 1,210,057

営業活動によるキャッシュ・フロー合計 873,188 (149,226)
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5．株主持分変動計算書

RARでは，注記においての開示を要求している（ch.1, par.5.58）が，BTRの年次報告書では株主

持分変動計算書が本体で開示されている．

6．財務諸表の注記

追加情報としての各項目の金額に関する明細表示については，前年の金額と比較表示されている

（RAR, ch.1, par.5.48）．全 11頁から成る．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度のキャッシュ・フロー計算書　（続き）

期末

1999年 12月 31日

（100万レイ）

期末

1998年 12月 31日

（100万レイ）

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資の購入による現金減少 (204,442) (1,219)

固定資産の購入による現金減少 (360,758) (89,175)

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 (565,200) (90,394)

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株発行 – 321,209

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 – 321,209

法人税等

支払法人税 (165,713) (68,563)

現金および現金同等物の増減 142,275 13,026

現金および現金同等物の期首残高 34,858 21,832

現金および現金同等物の期末残高 177,133 34,858

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度の株主持分変動計算書

株式資本

（100万レイ）

再評価剰余金

（100万レイ）

利益剰余金

（100万レイ）

合計

（100万レイ）

1997年 12月 31日現在の残高 25,000 – 157,999 182,999

当期純利益 – – 205,453 205,453

株式払込剰余金からの振替（注 18） – – 3,164 3,164

剰余金の取崩しによる貸出金消却 – – (2,555) (2,555)

新株発行 320,600 – – 320,600

1998年 12月 31日現在の残高 345,600 – 364,061 709,661

当期純利益 – – 328,444 328,444

再評価剰余金 – 39,993 – 39,993

1999年 12月 31日現在の残高 345,600 39,993 692,505 1,078,098
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(1) 表示に関する基準（注記 1）5）

①表示の通貨（RAR, ch.1, par.5.47に準拠）

財務諸表は期末現在のレイ数値で作成され，米ドル数値は海外の利用者のために表示されて

いる．貸借対照表の米ドル数値は期末の公式レート，損益計算書の米ドル数値は年間平均レー

トにもとづいている．

②会計基準

RARと NBR規則に準拠している．

(2) 重要な会計方針（注記 2）（RAR, ch.1, par.5.50に準拠）

①受入利息・支払利息

発生主義により認識されている．

②外貨換算

外貨建取引は取引日レートで記録されている．外貨建取引の決済による為替差損益は損益計

算書に計上されている．外貨建の貨幣性資産・負債は決算日レートで表示されている．換算か

ら生じる為替差損益は損益計算書に反映されている．

③財務省証券

財務省証券は財務省によって発行され，取得原価で計上されている．

④貸倒引当金

貸倒引当金を控除した純額で表示している．貸倒引当金は，NBR規則に準拠して，貸出金等

の信用の質に関する評価にもとづいて設定されている．満期後 90日以上経過分の延滞利息は，

NBR規則に準拠して，全額引当金に計上されている．

⑤取引債券

外貨建の割引手形から成る．

⑥投資

取得原価で表示されている．

⑦固定資産

減価償却累計額を差し引いた原価または再評価価額で表示されている．直接法で計上されて

いる．見積耐用年数は，建物および増改築 50年，事務用備品 4年，車両等 5～ 10年，付帯設

備 10～ 15年である．建設中の資産は使用されるまで減価償却されない．

⑧リース資産

実質的に所有権のすべての便益とリスクの責任を負う土地，建物および設備資産のリースは

フモイナンス・リースとして分類されている．フモイナンス・リースは基礎となるリース料の

見積現在価値をもって資産計上されている．

5）以後，カッコ内に示した注記番号は，BTRの年次報告書における注記番号を示す．
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⑨年金債務とその他の退職給付

政府に対して従業員の年金，健康保険および失業保険のための基金を支払っている．BTRの

従業員はすべて政府の年金計画に加入している．その他の年金計画を実施していないので年金

債務はない．その他の退職給付計画は実施していない．

(3) 各項目別の明細や前年との比較による金額表示（RAR, ch.1, par.5.48に準拠）

項目は次に示すとおりである．受入利息（注記 3），支払利息（注記 4），経常費用（注記 5），貸

出金・前渡金（注記 6），貸倒引当金（RAR, ch.1, par.5.59に準拠），現金・預け金（注記 7），NBR貸

（注記 8），他の銀行貸（注記 9），財務省証券（注記 10），その他の資産（注記 11），投資（注記 12），

固定資産（注記 13），他の銀行借（注記 14），預金（注記 15），その他の借入金（注記 16），その他

の負債，株式資本（注記 18）（RAR, ch.1, pars.5.51-54に準拠），利益剰余金（注記 19）（RAR, ch.1,

par.5.57），および関連会社間取引（注記 20）である．

NBR貸は，NBRの必須の積立要件を満たすために要求されるものである．投資に関しては，投資

先会社名も合わせて表示される．固定資産に関して，土地および建物は，1999年 6月に政府決議第

983号に従って，独立した不動産鑑定会社によって再評価された．株式資本に関しては，株主構成

と保有株割合が表示されている．筆頭株主は親会社の Bayindir Holding（58.75％），2位はニューヨー

ク銀行（27.41％），3位はルーマニア商業銀行（5％）である．

(4) 流動性リスク（注記 21）

(5) リスク・マネジメント（注記 22）

項目は次に示すとおりである．利率リスク，市場リスク，流動性リスク，通貨リスク，与信リス

クの集中および税リスクである．

(6) 未履行債務および偶発事象（注記 23）（RAR, ch.1, pars.5.63-67に準拠）

(7) 後発事象（注記 24）

Ⅳ．Banca Turco Romanaの財務諸表の構成と内容

―国際会計基準（IAS）準拠の財務諸表の構成と内容―

本章では，BTRの財務諸表のうち IASに準拠した財務諸表の構成と内容について検討する．

1．一般情報

会社概要に関して記述的に説明されている．内容は，設立年，支店数，従業員数，証券取引所へ

の上場状況および株主構成である．株主構成については，前述の RARに準拠した財務諸表の注記と

同様の形式の記述である．
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2．自己資本比率

ここでは，NBR規則と国際決済銀行（Bank for International Settlements：以下 BISとする）にもと

づいた自己資本比率が示されている．

NBR規則は，自己資本比率が RARに準拠した財務諸表にもとづいて算定されることを要求して

いる．その場合，中核自己資本（Tier1）である株主資本は 8％，補完的項目（Tier2）である長期債

務と一般的な準備金を含めると 10％をクリアしていなければならない．1999年 12月 31日現在，BTR

の自己資本比率は Tier1・Tier2合計で 33.72％であった．

また，BISによる自己資本比率は，IASに準拠した財務諸表にもとづいている．その場合，Tier1・

Tier2合計の自己資本比率は 1999年 12月 31日現在，36.5％であった．

IASと RARとの自己資本比率における相違の主な理由は，資本を高インフレの影響に対して再評

価した影響である．

ここでは，BISによる自己資本比率の計算が示されている．

3．監査報告書

1．私どもは，Banca Turco Romana SAの米ドルで示された 1999年 12月 31日現在の貸借対照表と関連する損益

計算書，キャッシュ・フロー計算書および株主持分変動計算書について監査を行った．当財務諸表は当銀行

の責任において作成されたものである．私どもの責任は，私どもの実施した監査にもとづいて，これらの財

務諸表に対する意見を表明することにある．

2．私どもは国際監査基準に準拠して監査を実施した．これらの基準は，私どもに財務諸表に重要な虚偽記載が

ないかどうかについての合理的な保証を得るために監査を計画し，実施することを求めている．監査には，

財務諸表の金額および開示を裏付ける証拠の試査にもとづく検証が含まれている．また，監査には，全体と

しての財務諸表の表示の検討とともに，当銀行が採用した会計原則や見積りの評価も含まれる．私どもは，

私どもが実施した監査によって意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している．

3．私どもの意見では，当財務諸表が，すべての重要な点において，Banca Turco Romana SAの 1999年 12月 31

日現在の財政状態，当該期間の経営成績，キャッシュ・フローおよび株主持分の変動について，IASに準拠

して適正に表示している．

4．限定意見ではないが，当銀行の取引は主としてレイで行われているが，ルーマニアの経済は高インフレであ

るため，財務諸表は米ドルで作成されたという事実に注目した．IAS第 29号「超インフレ経済下における財

務報告」は，一般物価指数を用いてインフレの影響を処理するための基準であるが，安定通貨の下で報告さ

れる財務諸表には適用できないので適用されなかった．高インフレの財務諸表に対する影響は，報告通貨と

して米ドル（安定通貨）を選択し，レイで行われた取引や残高を米ドルで記録することによって処理された．

実質的には，レイの米ドルに対する通貨切下げが一般物価指数の代用とされた．一般物価指数と通貨切下げ

率との差は財務諸表の注記 1において開示されている．

プライスウォーターハウスクーパース SRL ブカレスト　2000年 3月 3日

PricewaterhouseCoopers（署名）



藤井　則彦・可児島　達夫：ルーマニアにおける企業内容開示の現状 15

4．貸借対照表

項目に関して，RAR準拠の財務諸表と異なる点は，税効果会計適用による繰延税金負債の計上と

未履行債務および偶発債務の表示である．後者の項目は，RAR準拠の財務諸表では，注記において

開示されている．

1999 年 12 月 31 日現在の貸借対照表（米ドルにて表示）

注記

番号

1999年 12月 31日

（米ドル）

1998年 12月 31日

（米ドル）

資産

現金・預け金 9 11,103,805 3,3772,887

NBR貸 10 62,651,969 27,310,185

財務省証券・売買目的有価証券 11 14,184,377 8,593,186

他の銀行貸 12 154,985,088 165,709,997

貸出金・前渡金 13

差引：貸倒引当金 81,500,390 34,557,865

投資 14 15,672,535 403,500

有形固定資産 15 48,255,252 25,216,044

その他の資産 16 9,091,302 4,857,771

資産合計 397,444,718 270,421,435

負債

他の銀行借 17 48,794,847 64,707,567

預金 18 257,121,919 126,076,284

その他の借入金 19 2,434,820 –

その他の負債 20 10,079,285 8,381,983

繰延税金負債 7 5,224,319 2,663,727

負債合計 323,655,190 201,829,561

株主持分

株式資本 21 46,071,933 46,071,933

再評価剰余金 15 2,325,463 –

その他の剰余金 288,922 288,922

利益剰余金 22 25,103,210 22,231,019

株主持分合計 73,789,528 68,591,874

株主持分および負債合計 397,444,718 370,431,435

未履行債務・偶発債務 27 43,603,726 31,563,181

2000年 3月 3日に取締役会によって承認済．

付属の注記は財務諸表の一部を成す．
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5．損益計算書

項目に関して，RAR準拠の財務諸表と異なる点は，1株当たり利益が表示されていることである．

6．キャッシュ・フロー計算書

RAR準拠の財務諸表と異なるのは，現金および現金同等物に関する明細が表示されていることで

ある．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度の損益計算書（米ドルにて表示）

注記

番号

1999年 12月 31日

を終了とする事業年度

（米ドル）

1998年 12月 31日

を終了とする事業年度

（米ドル）

受入利息 3 79,995,890 79,933,123

支払利息 4 (42,043,632) (46,506,167)

利息純益 37,952,258 33,426,956

役務取引等純益・特定取引純益 17,987,251 6,566,749

外貨建取引から生じた収益・費用 2,350,614 4,641,600

その他の経常収益 671,943 22,572

経常収益 58,962,066 44,657,877

経常費用 5 (26,203,390) (13,369,122)

貸出金・前渡金に関連する費用 6 (289,333) (905,211)

経常利益 32,469,343 30,383,544

為替差損 (19,957,850) (14,346,328)

税引前利益 12,511,493 16,037,216

法人税等 7 (9,639,302) (8,981,966)

税引後利益 2,872,191 7,055,250

1株当たり利益（米ドル） 8 0.0083 0.087

2000年 3月 3日に取締役会によって承認済．

付属の注記は財務諸表の一部を成す．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度のキャッシュ・フロー計算書（米ドルにて表示）

1999年 12月 31日

（米ドル）

1998年 12月 31日

（米ドル）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益・為替差損 32,469,343 30,383,544

修正項目：引当金繰入額 289,333 905,211

減価償却費 1,913,869 1,241,778

営業資産・負債における変動前の営業利益 34,672,545 32,530,533

営業資産による現金増減

他の銀行からの未収金 10,425,073 (84,084,695)

NBRからの未収金 (35,341,784) (18,276,226)
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1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度のキャッシュ・フロー計算書（米ドルにて表示）　（続き）

1999年 12月 31日

（米ドル）

1998年 12月 31日

（米ドル）

貸出金・前渡金 (47,103,002) (23,563,386)

財務省証券・売買目的有価証券 (5,591,191) 7,020,394

その他の資産 (3,898,900) (808,933)

(81,509,804) (119,712,846)

営業負債による現金増減

他の銀行借 (15,912,720) 21,567,493

預金 131,045,635 57,582,198

その他の借入金 2,434,820 –

その他の負債 2,964,767 (497,449)

120,532,502 78,652,242

税引前の営業活動によるキャッシュ・フロー合計 73,695,242 (8,530,071)

支払法人税 (9,584,815) (6,290,627)

営業活動によるキャッシュ・フロー合計 64,110,427 (14,820,698)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資の購入による現金減少 (15,269,035) (132,761)

固定資産の購入による現金減少 (21,852,460) (9,468,195)

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 (37,121,495) (9,600,956)

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株発行 – 1,258,448

GDR発行による現金増加 – 38,701,552

GDR発行に関連する支払手数料 – (2,206,720)

GDR発行に関連するその他の支払 – (107,443)

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 – 37,645,837

現金および現金同等物に対する為替レートの影響 (19,957,850) (14,346,328)

現金および現金同等物の増減 7,031,082 (1,122,145)

現金および現金同等物の期首残高 14,313,499 15,435,644

現金および現金同等物の期末残高 21,344,581 14,313,499

現金および現金同等物に関する明細

1999年 12月 31日

（米ドル）

1998年 12月 31日

（米ドル）

差額

（米ドル）

現金 11,103,805 3,772,887 7,330,918

銀行貸―貸付期間 3カ月以内 10,240,776 10,540,612 (299,836)

21,344,581 14,313,499 7,031,082
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7．株主持分変動計算書

RAR準拠の株主持分変動計算書と異なるのは，細目欄に株式払込剰余金とその他の剰余金がある

点と，税効果会計の適用によって，再評価剰余金の一部が税金の将来加算一時差異である繰延税金

負債として控除される点である．

8．財務諸表の注記

全 16頁から成る．

(1) 表示に関する基準（注記 1）

①会計基準

財務諸表は RARに準拠してレイ数値ベースで作成し，それを IASに準拠した財務諸表を表示

するために修正している．

②高インフレの影響に関する処理

財務諸表は IAS第 21号「為替レートにおける変動の影響」に準拠してレイ建の取引を当初記

録し，換算することで処理するために米ドルで表示されている．したがって，高インフレの処

理に一般物価指数を用いる IAS第 29号「超インフレ経済下における財務報告」の規定は適用さ

れず，インフレが財務諸表におよぼす影響は，実際には，レイ建の取引や残高を米ドルで記録

することによって処理されてきた．つまり，レイの米ドルに対する通貨切下げは一般物価指数

の代用として用いられてきた．

その根拠としては，RARでは，財務諸表が安定通貨（米ドル）で作成することが規定されて

いるからである（RAR，par.8.2）．

ここでは，インフレと米ドルによる通貨切下げ率との比較表が示されている．

1999 年 12 月 31 日を終了とする事業年度の株主持分変動計算書（米ドルによる表示）

資本金

（米ドル）

株式払込

剰余金

（米ドル）

再評価

剰余金

（米ドル）

その他

剰余金

（米ドル）

利益

剰余金

（米ドル）

合計

（米ドル）

1998年 1月 1日現在の残高 8,715,018 – – – 15,175,769 23,890,787

1998年 12月 31日

に終了する事業年度の純利益
– – – – 7,055,250 7,055,250

新株発行 1,258,448 36,387,389 – – – 37,645,837

株式払込剰余金からの振替 36,098,467 (36,098,467) – 288,922 – –

1998年 12月 31日現在の残高 46,071,933 – – 288,922 22,231,019 68,591,874

1999年 12月 31日

に終了する事業年度の純利益
– – – – 2,872,191 2,872,191

再評価剰余金 – – 3,100,617 – – 3,100,617

再評価に関連する繰延税金負債 – – (775,154) – – (775,154)

1999年 12月 31日現在の残高 46,071,933 – 2,325,463 288,922 25,103,210 73,789,528
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③換算手続

貨幣性資産・負債項目は決算日レートで換算している．非貨幣性資産・負債項目や関連する

損益計算書項目は，歴史的レートで換算している．為替差損益は損益計算書に計上される．RAR

に準拠した財務諸表の場合は，注記のうち表示に関する基準ではなく，重要な会計方針に記載

されている．

(2) 重要な会計方針（注記 2）

RARに準拠した財務諸表の注記とは異なる内容を列挙すれば，以下のとおりである．

① RARに準拠した財務諸表の注記の場合と記述内容が異なる項目

(a)貸倒引当金

貸倒引当金の算定は担保の価値に依拠する．しかし，ルーマニアにおいては担保に関する市

場は発展段階にある．結果として，受戻し権喪失にある担保の実現可能価額は引当金を見積る

場合に依拠する価値と異なる可能性がある．RAR準拠の場合は，NBR規則に準拠して設定され

る点で異なる．

(b)投資

償却原価で表示される．RAR準拠の場合は，取得原価で表示される．

② RARに準拠した財務諸表の注記には記載がない項目

(a)無形固定資産

原価から償却累計額を差し引いた価額で表示される．償却期間は 3年である．

(b)ソフトウェア製作費

ソフトウェア製作費は当期の費用として計上される．ただし，ソフトウェアのバージョンアッ

プに要した支出は資本的支出として認識され，無形固定資産として計上される．

(c)金融商品

預け金，財務省証券および顧客の決済勘定は原価で計上される．貸出金・前渡金，保証状・

信用状およびターム・ローンは，原価から貸倒見積額を控除して計上される．相場がない会社

への投資は償却原価で計上される．

(d)法人所得税

予見できるすべての税金負債が引当計上される．繰延法人税は改訂 IAS第 12号「法人所得

税」に準拠して計上される．その場合，一時差異に関して資産負債法が用いられる．主な一時

差異は，固定資産，投資および IASと RARにもとづく貸倒引当金の差額に対する高インフレ修

正から生じる．

(3) 各項目別の明細や前年との比較による金額表示

RARに準拠した財務諸表の注記とは異なる内容を列挙すれば，以下のとおりである．

① RARに準拠した財務諸表の注記の場合と記述内容が異なる項目

(a)貸出金・前渡金（注記 13）



京都マネジメント・レビュー　　第 2号20

IAS準拠の場合，産業別（一般個人顧客，石油化学，輸送，建設，食料品製造，電力，金融，

繊維，鉄鋼，電話通信およびその他）の明細表示がある．

(b)土地，建物および設備資産（注記 15）

IAS準拠の場合，RAR準拠の場合と異なり税効果会計が適用されるので，土地・建物が再評

価された場合の再評価剰余金は，関連する繰延税金を控除して貸方計上される．また，再評価

された土地・建物が歴史的原価ベースで示された場合の金額が注記表示される．

(c)他の銀行借，預金およびその他の借入金（注記 17～ 19）

IAS準拠の場合，明細表示の後に前年からの利率の推移が示されている．

(d)その他の負債（注記 20）

IAS準拠の場合，明細項目に新株発行のための拘束預金，オフバランス項目のための担保付

預金，前受収益およびリースにかかる未払利息が加えられている．

(e)関連会社間取引（注記 24）

IAS準拠の場合，1998年と 1999年のデータが併記されているが，RAR準拠の場合は，1999年

のデータのみ記載される．

② RARに準拠した財務諸表の注記には記載がない項目

(a)税金（注記 7）

IAS準拠の場合，税効果会計が適用されるため，この項目が存在する．

(b)1株当たり利益（注記 8）

(c)レイ建の資産・負債と外貨建の資産・負債（注記 23）

BTRは，レイ以外に 14種類の外貨建の資産・負債を有する．主な外貨は米ドル，独マルク，

英ポンド，仏フランおよびユーロである．

また，(4)流動性リスク，(5)リスク・マネジメント，(6)未履行債務および偶発事象，(7)後発

事象の内容については，RAR準拠の財務諸表の注記と同様である．

Ⅴ．ルーマニアにおける企業内容開示の特徴

本稿では，ルーマニア企業の年次報告書の入手が十分ではないため実態は把握しにくいが，国内

会計基準である RARにおいて多くの重要な会計処理や開示に関する基準が欠けているために，ルー

マニアにおける企業内容の開示状況が決して十分でないと推測できる．

今回入手した企業内容開示に関する資料は，銀行や投資信託会社といった金融関連企業のものが

多く，市場経済の発展や外資の導入による経済の国際化に密接にかかわりのある業態である．した

がって，サンプルとして取り上げた BTRの年次報告書には，国内会計基準である RAR準拠の財務

諸表と IAS準拠の財務諸表の両方が含まれている．

国内会計基準の整備の不十分な点や IASとの相違は，IASをベースに 1999年に暫定的に作成され
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た新 RARが完成し，企業に適用され，浸透していくにつれて減少し，今後一層 IASとの調ド化が

進むものと期待される．
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ABSTRACT

The purpose of this paper is to consider the structures and the contents of  annual reports

published by Romanian companies. Bunca Turco Romana’s annual report as sample of 6

Romanian companies comprises business report and financial statements. The business report

includes business view and analysis of financial results. The financial statements are prepared

in accordance with both Romanian Accounting Regulations (RAR) and International Accounting

Standards (IAS). RAR will be harmonized with IAS and more companies will publish financial

statements in accordance with IAS in the future.


